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１．はじめに 
わが国における女性の労働力人口比率は、 図 1 にみられるように、 1970 年後半から 1980
年代を通じて上昇をしたものの、1992 年以降、横ばいもしくは減少の傾向にある。未婚女
性の労働力人口は 1980 年代後半から一貫して上昇していることから、 こうした横ばいもし
くは減少傾向は、労働力人口のおよそ 6 割1を占める既婚女性の労働力人口比率の低下に寄
るところが大きい。また、図 2 に示すように、15 歳以上人口に占める雇用者数2の割合の推

























                                                  












































既婚女性の労働供給分析については、 その後数多くの研究が蓄積され、 わが国でも、 1990
年代前半までに、樋口（1991） 、大沢（1993）を初めとして、多くのクロスセクション・デ
ータを用いた研究がなされている。樋口（1991）では、 『就業構造基本調査』 （旧総務庁）





















わが国における時系列データを用いた数少ない研究としては、 古郡 （1981） や Shimada and 
Higuchi（1985）がある。Shimada and Higuchi（1985）では、 『労働力調査』 （旧総務庁）









































報告』から、2000 年 1 月～2003 年 1 月の、現金収入による 18 階級区分データをプールし
て（サンプル数は 666） 、既婚女性の就業方程式について推定を行なった。 
ここで用いる推定式は、以下のような線形モデルを採用した。  6



















ここで挙げた変数は全て、 『家計調査報告』から得られる。推定には単純な最小 2 乗法を








































7  このことは、 家計経済研究所による 『消費生活に関するパネル調査』 の第１年度報告書や、 1984 年の 『全
国消費実態調査』を用いた、高山・有田（1992）によって示されている。 
8  ただし、 『家計調査報告』に掲載されているデータはあくまで、全勤労者世帯の平均であるため、配偶者
収入がゼロの世帯を含み、 下方にバイアスがある。 そのため、 各階級の世帯数と配偶者の有業率を用いて、
各階級毎に、次のような調整を行なっている。 
調整配偶者収入＝配偶者収入階級合計値／配偶者のうち女が有業者である世帯数＝（世帯主の配偶者の収
入のうち女の収入×世帯数）／（世帯数×配偶者のうち女の有業率） 。  7
の集計データを用いた分析でも、信頼性の高い結果を得ることができると判断する。 










推定には、 『家計調査報告』の年間収入五分位階級別9の、1980 年 4 月～1999 年 12 月ま
での月次データを用いて、以下のような線形モデルの推定を試みた。なお、季節調整につ
いてはダミー変数を用いて行なった。 
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には、当然、過剰評価していることになる。また、表 2 に示したように、2000 年１月~2003
年 1 月までの 37 ヶ月について、配偶者の有業率と世帯主以外世帯員の有業率の相関係数を




2000 年１月~2003 年 1 月までのデータを利用して次のように補正する。まず各階級のデー
タをプールし、世帯主の配偶者のうち女の有業率を、定数項、世帯主を除く有業率、世帯
主以外の世帯収入に占めるその他世帯員の収入、世帯人員、階級ダミーに回帰させ、2000




                                                  








のケースについて考えていく。 また先ほどと同様、 どちらもロジット変換を行なっている。 
(3)式のwは、妻の賃金率を表し、厚生労働省『毎月勤労統計調査』から、女子常用労働








h W は世帯主の賃金所得を表し、 『家計調査報告』 より世帯主収入を用いている。 ただし、
ここでは、世帯主収入の変化に対して女性の就業行動がある程度の遅れをもって反応する
と考えられること、また 1 ヶ月という短期の変化ではなく数ヶ月単位での平均に対して反
応すると考え、 当期から 3 期前までの 4 ヶ月間の移動平均を世帯主収入としている。 1 D は、
1986 年 4 月に施行された男女雇用機会均等法に伴うダミーであり、 2 D は 1992 年 4 月に施
行された育児法に伴うダミーである。 
推定結果を表 4 に示す11。ただし、単純な最小 2 乗法では、系列相関の可能性を棄却でき
なかったため、 誤差項に一次の自己回帰を仮定した一般化最小２乗法12により推定を行なっ









11  推定に先立ち、各変数の時系列的性質を考慮し、ADF 検定による定常性の検定を実施した。詳細につい







12  具体的には、第 1 期の情報を有効に利用する Prais and Winston 推定量を用いる。  9
賃金については、原数モデル、補正モデルとも、全ての階級で正の符号で推定されるが、
10%水準で有意であるのは、原数モデルで第 4、第 5 階級、補正モデルでは第 1 階級のみで
ある。 このことから、 時系列モデルでは妻の賃金の代替効果は限定的であると考えられる。 
一方、世帯主所得について、原数モデルを見てみると、第 3 階級を除く全ての階級で係
数が正に推定されるという予想に反する結果となり、また全ての階級で有意でない。補正
モデルについては、第 1、第 3 階級で負に推定されているが有意でなく、第 5 階級について
は正かつ 10%水準で有意に推定されており、世帯主所得に関する所得効果の有効性には疑
問が残る結果となった。 
また、 女性の労働時間については、 補正モデルの第 2、 第 4 階級が正であることを除けば、
残る階級の符号条件は成立しており、また、いずれのモデルにおいても、第 5 階級は有意
に推定されている。有効求人倍率については、全ての階級で正に推定されており、原数モ












３．３  恒常所得仮説による時系列分析 
Mincer（1962）の考え方に従い、以下のように世帯主収入を変動的部分と恒常的部分に
分けて分析を行なう。 
(4)     () ( ) () ( )( )
ε + + +
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13  なお、(2)式の推定で行なったように、住宅ローンを表す変数を導入したモデルについても推定を行なっ
たが、有意な結果は得られなかった。その原因としては、2000 年 1 月以前のデータでは住宅ローンを支払
っている世帯の割合が利用できないため、土地家屋借金返済額を住宅ローンを表す変数として利用したこ 10
いは見られなかった。しかし、労働時間については、原数モデル、補正モデルとも第 2 階
級、第 3 階級、第 4 階級で、正に推定されており符号条件は満たされない。同様に、有効
求人倍率に関しては、有意なものは原数モデル、補正モデルとも第 1 階級のみであり、原



































































ここで、C は家族が消費する財の合計を、L は家族全体のレジャー時間を、C は当該家
族が社会規範とみなす消費水準を表わす。また効用関数に付されたサッブスクリプトは、
数字の番号に対応する変数で効用関数を微分したことを示す。 Duesenberry （1949）は 、C
として他人の消費の加重平均をとり、 効用関数を ) , / ( L C C U U = と定式化するが、 本論で
                                                  






w S 、家族全体で利用可能な総時間をT 、消費財の価格をP と定義しよう。こ
のとき、予算と時間の制約式は次式によって与えられる。 
(6)        L S S T
w h + + =  
(7)        PC Y wS W
w h ≥ + +  
こうして、家族の効用極大化問題を解くためのラグランジュ関数が次のように定式化され
る。ただし、λ は予算制約式に関するラグランジュ乗数であり、ここでは正である。 
) ( ) , , ( PC Y wS W C S S T C U
w h w h − + + + − − = Π λ  
内点解を仮定し、必要条件を次式のように導出する。 
(8)        0 1 = − P U λ  
(9)        0 2 = − w U λ  
( 1 0 )         0 = − + + PC Y wS W







ここでの関心は、 規範的な消費水準が妻の労働供給行動に与える効果である。 そこで、 (8)
と(9)、(10)式を規範的消費水準で微分し、整理することにより、次式をうる。 
( 1 1 )          ) (




















(8)と(9)式を利用すると、分子の括弧の中は、 23 1 13 2 U U U U − であることが分かる。この値















モデル(the fixed-cost model)であり、 もう一つは、 Moffitt(1982)による最低時間制約モデル








必要がある。 0 > µ の場合の一階の条件は、 上の条件のうち、 (9)式が次の(9)’式に変更され、
さらに次の(12)式が追加されることになる。 
(9)’        0 2 = + + − µ λw U  
( 1 2 )         




* U は最大化された効用水準を示す。 
( 1 3 )         0
) (




















w w µ  
こうして、
* U は




                                                  
15 Duesenberry(1949)のように効用関数を定式化した場合に、レジャーの消費に対する限界代替率が増大
するための条件は、 0 / 11 1 > − − C C U U である。この条件は、消費の限界効用を規範的な消費水準が増
大させる条件と同じものである。経済学では 0 1 > U 及び 0 11 < U と仮定することが多いから、この条件
を正当化するための議論は直裁的ではない。こうした状況が生まれる理由は、Duesenberry のように家族
の消費を規範的な消費水準によって割引く形で定式化した場合、後者の上昇が割引率を大きくし、前者の
限界効用を低下させる効果をもつからである。 他方、 効用関数を ) , ( L C C U U − = のように定式化した


















w S 0 とすると、それは次式によって与えられる。 
( 1 4 )        ) , , / ) (( ) , , / ) (( 0 0
* 0 C S S T P S w Y W U C S T P Y W U
w h w h h h − − + + = − +  
この
w S 0 を妻の留保時間と呼ぶことができる。すなわち、妻は企業の時間制約がこの水準
以下でないかぎり、労働市場には参入しないのである。たとえば、図３のように、時間制
約が
w S 3 であり、
w S 0 より低い場合、
0 * U U > となり、妻は就業を選択する。逆に













w S 0 に対してどのような効果をもつかをみてみよう。結果は次
のようである。 


















































( 1 8 )        0












                                                  
17  具体的には次のように導出できる。最初に、(15)式の
* U において 0 0 =
w S としたものが













* U を常に増大させ、ABC 曲線を上方にシフトさせることから容易
に理解できよう。 
 











(19) () ( ) ()









D a D a P / W ln a P / W ln a
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全世帯平均と第 4 階級の世帯主収入平均の 2 つの変数を利用している。いずれの変数も各
階級の世帯主収入と同様に、当期から 3 期前までの 4 ヶ月移動平均している。ただし、第 4
階級の相対所得としては、第 5 階級の世帯主収入を用いている18。 





















w S 0 の減少関数であることがわかる。したがって、





1 U の値の方が小さい。(16)式の不等号についても同様に証明できる。 
18  第 5 階級の世帯主収入でなく第 4 階級の世帯主収入を用いた理由は、 第５階級が上方に開いた集合であ 16






























推定されない。また、補正モデルでは、第 2 階級、第 3 階級、第 4 階級で符号条件が期待
されたものと逆になっている。こうした結果について二つの解釈が可能である。一つは、
今回用いた集計データでは、 留保労働時間の大きな変動、 たとえば図 3 における
w S 2 から
w S 3























































































Bowen, W.G. and T. A. Finegan (1968), The Economic of Labor Force Participation, 
Princeton University Press. 
Cogan, J. F. (1980), “Labor Supply with a Minimum Hours Threshold,” 
Carnegie-Rochester Conference Series on Public Policy 33 (Autumn): 137-68. 
                (1981), “Fixed Costs and Labor Supply,” Econometrica 49 (July): 
945-63. 
Cole, H. L., Mailath, G. J. and Postlewaite, A. (1992), “Social Norms, Saving Behavior, 
and Growth,” The Journal of Political Economy, Volume 100, Issue6, 
Centennial Issue. 
Duesenberry, J. S. (1949), “Income, Saving, and the Theory of Consumer Behavior, 
Harvard University Press. 
Friedman, M. (1957), A Theory of the Consumption Function,  Princeton University 
Press. 
藤野敦子（2002）,「子供のいる既婚女性の就業選択－夫の働き方、性別役割意識が及ぼす











Long, C.D. (1958), The labor Force Under Changing Income and Employment, National 
Bureau of Economic Research, Princeton University Press. 
Mincer, J. (1962), “Labor Force Participation of Married Women,” Aspect of labor 
Economics , Princeton University Press. 
Moffitt, R. (1982), “The Tobit Model, Hours of Work and Institutional Constraints,” 
Review of Economics and Statistics 64 (August): 510-15. 
大沢真知子（1993）,『経済変化と女子労働－日米の比較研究－』日本評論社. 
Shimada, H. and Y. Higuchi (1985), “An Analysis of Trends in Female Labor Force 





Zabel, J. E. (1993), “The Relationship between Hours of Work and Labor Force 
Participation in Four Models of Labor Supply Behavior,” Journal of Labor 
Economics, Vol. 11, Issue 2 (April): 387-416.  22

















































図 3  労働時間の制約と効用水準 
U  
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表 1 『家計調査報告』データを用いたクロスセクション分析結果 
adjR2
① -0.972 * - -0.076 *** 1.714 *** - 0.832
［-1.653］ [-2.050] [6.017]
(弾性値） -0.045 1.020
② -2.665 *** 0.468 *** -0.340 *** 1.374 *** - 0.900
［-5.779］ ［20.942] [-10.825] [6.231]
(弾性値） 0.279 -0.202 0.818
③ -2.210 *** 0.452 *** -0.351 *** 1.009 *** 0.865 *** 0.904
[-4.794] [20.422] [-11.373] [4.430] [5.136]




定数項 配偶者収入 世帯主収入 世帯人員
 
出所：総務省『家計調査報告』 
注 1：2000 年 1 月～2003 年 1 月の 37 時点において、18 現金収入階級区分データをプールして使用（標本数：666） 。 
注 2：配偶者収入、世帯主収入、世帯人員については自然対数値を用いている。 
注 2：括弧内は t 値を示し、表中の*は 10％、**は 5％、***は 1％の水準で有意であることを示す。 
注 3：adjR2 は自由度調整済み決定係数を表す。 
注 4：表中には示していないが、実際の推定式には階級ダミーを用いている。 







第5分位 0.477 0.568  
出所：総務省『家計調査報告』 
注 1：  期間は 2000 年 1 月~2003 年 1 月までの 37 ヶ月。 
注 2：世帯主を除く世帯有業率＝（有業人員－1）／（世帯人員－1） 。 
注 3：世帯主を除く世帯有業率補正値は、世帯主の配偶者のうち女の有業率を、定数項、世帯主を除く有業率、世帯主以外の世帯収
入に占めるその他世帯員の収入、世帯人員、階級ダミーに回帰させ、その理論値を用いている。   26
表 3 有業率補正回帰 
-1.154 ** 0.782 *** -0.702 *** 1.350 ***
[-2.182] [11.324] [-6.036] [3.249]
-0.329 *** -0.051 -0.011 0.062 *











注 1：2000 年 1 月～2003 年 1 月の 37 時点において、年間収入 5 分位データをプールして使用（標本数：185） 。 
注 2：括弧内は t 値を示し、表中の*は 10％、**は 5％、***は 1％の水準で有意であることを示す。 
注 4：adjR2 は自由度調整済み決定係数を表す。 
注 5：世帯主を除く世帯有業率＝（有業人員－1）／（世帯人員－1） 。 
注 6：世帯主以外の世帯収入に占めるその他世帯員の収入＝（その他世帯員収入／配偶者収入+その他世帯員収入） 。 
注 7：Dummy1～Dummy4 は、階級ダミーを表す。 
   27




0.218 -0.344 0.128 ** 0.171 0.119 *** 0.118 *** 0.796 *** 0.936
第1分位 [1.627] [-1.376] [2.087] [0.675] [3.128] [3.037] [18.667] 2.047
(弾性値） 0.183 -0.289 0.086 0.143
0.055 -0.253 0.071 0.120 0.135 *** 0.131 *** 0.815 *** 0.932
第2分位 [0.416] [-1.039] [1.123] [0.432] [3.264] [3.390] [14.050] 1.919
(弾性値） 0.046 -0.209 0.046 0.098
0.143 -0.145 0.037 -0.057 0.136 *** 0.102 *** 0.795 *** 0.912
第3分位 [1.120] [-0.604] [0.638] [-0.681] [3.983] [2.789] [16.770] 2.103
(弾性値） 0.113 -0.115 0.023 -0.045
0.249 ** -0.057 0.110 * 0.286 0.046 0.109 *** 0.824 *** 0.932
第4分位 [2.047] [-0.247] [1.872] [1.172] [1.237] [2.828] [14.227] 2.076
(弾性値） 0.185 -0.042 0.065 0.213
0.243 ** -0.601 *** 0.121 *** 0.088 0.063 ** 0.141 *** 0.725 *** 0.958
第5分位 [2.437] [-3.201] [3.385] [0.560] [2.523] [5.431] [13.878] 1.929




0.259 ** -0.182 0.113 ** -0.134 0.119 *** 0.055 0.694 *** 0.840
第1分位 [1.651] [-0.644] [2.152] [-0.477] [3.405] [1.355] [14.460] 2.236
(弾性値） 0.206 -0.145 0.072 -0.106
0.046 0.033 0.115 *** 0.336 0.089 *** 0.109 *** 0.698 *** 0.883
第2分位 [0.361] [0.144] [2.665] [1.341] [3.001] [3.404] [13.676] 2.041
(弾性値） 0.032 0.023 0.064 0.234
0.178 -0.002 0.066 * -0.062 0.102 *** 0.089 *** 0.602 *** 0.821
第3分位 [1.232] [-0.006] [1.777] [-0.684] [3.882] [2.822] [11.2670] 2.206
(弾性値） 0.114 -0.001 0.034 -0.040
0.035 0.143 0.093 ** 0.245 0.056 * 0.118 *** 0.788 *** 0.905
第4分位 [0.329] [0.719] [2.040] [1.219] [1.839] [3.882] [15.601] 2.251
(弾性値） 0.020 0.082 0.043 0.140
0.124 -0.517 *** 0.098 *** 0.244 * 0.056 ** 0.115 *** 0.764 *** 0.962
第5分位 [1.487] [-3.228] [2.938] [1.815] [2.474] [5.091] [14.264] 2.089




性） 有効求人倍率 世帯主の所得 RHO D1 D2





出所：総務省『家計調査報告』 、厚生労働省『毎月勤労統計調査』 、総務省『物価統計月報』 
注 1：世帯主収入は当期から 3 期前までの 4 ヶ月移動平均値の自然体数値を、実質賃金(女)、労働時間(女)は、自然体数値を用いる。 
注 2：D1 は男女雇用機会均等法に伴うダミー、D2 はダミーを表す。 
注 3：括弧内はｔ値を示し、表中の*は 10％、**は 5％、***は 1％の水準で有意であることを示す。 
注 4：adjR2 は自由度調整済み決定係数、DW はダービン‐ワトソン統計量を表す。 
注 5：推定には季節ダミーが含まれるが、その推定結果はここでは省略している。   28




0.207 * -0.145 0.116 * -0.111 1.203 ** 0.088 ** 0.056 0.802 *** 0.936
第1分位 [1.665] [-0.561] [1.877] [-0.422] [2.147] [2.094] [1.139] [19.544] 2.040
(弾性値） 0.174 -0.122 0.078 -0.093 1.011
0.043 0.119 -0.021 -0.397 2.284 *** 0.048 -0.012 0.767 *** 0.939
第2分位 [0.363] [0.504] [-0.390] [-1.561] [5.053] [1.231] [-0.274] [17.400]1 . 8 7 4
(弾性値） 0.035 0.098 -0.014 -0.327 1.881
0.035 0.137 -0.030 -0.067 1.508 *** 0.043 0.004 0.788 *** 0.917
第3分位 [0.308] [0.587] [-0.540] [-0.835] [3.913] [1.093] [0.093] [18.760] 2.129
(弾性値） 0.028 0.109 -0.019 -0.053 1.195
0.165 0.377 * 0.007 -0.145 2.209 *** -0.068 * -0.020 0.762 *** 0.939
第4分位 [1.501] [1.663] [0.149] [-0.646] [6.209] [-1.798] [-0.509] [17.866]2 . 0 3 6
(弾性値） 0.123 0.281 0.004 -0.108 1.642
0.210 ** -0.162 0.044 -0.466 *** 1.483 *** -0.047 0.045 0.696 *** 0.964
第5分位 [2.408] [-0.921] [1.317] [-2.680] [5.653] [-1.632] [1.606] [13.768]1 . 9 0 3




0.183 -0.110 0.103 ** -0.270 0.476 0.108 *** 0.017 0.704 *** 0.837443
第1分位 [1.237] [-0.377] [1.880] [-0.874] [0.880] [2.820] [0.313] [14.372] 2.23676
(弾性値） 0.145 -0.087 0.065 -0.214 0.378
0.004 0.272 0.048 -0.076 1.628 *** 0.032 0.016 0.651 *** 0.890
第2分位 [0.037] [1.195] [1.173] [-0.319] [4.404] [1.069] [0.444] [12.960] 2.030
(弾性値） 0.003 0.189 0.027 -0.053 1.134
0.054 0.235 0.011 -0.084 1.026 *** 0.037 0.020 0.601 *** 0.828
第3分位 [0.411] [0.953] [0.276] [-0.956] [3.206] [1.163] [0.512] [10.890] 2.208
(弾性値） 0.035 0.150 0.006 -0.054 0.658
0.008 0.574 *** 0.013 -0.187 1.800 *** -0.047 0.006 0.741 *** 0.916
第4分位 [0.084] [2.962] [0.316] [-0.966] [6.044] [-1.507] [0.169] [16.896] 2.188
(弾性値） 0.005 0.329 0.006 -0.107 1.031
0.130 * -0.135 0.030 -0.240 1.409 *** -0.033 0.033 0.711 *** 0.967
第5分位 [1.748] [-0.904] [1.033] [-1.550] [6.261] [-1.347] [1.372] [13.598]2 . 0 8 4
(弾性値） 0.067 -0.070 0.012 -0.124 0.729







性） 有効求人倍率 変動所得 恒常所得 D1 D2 RHO
 
出所：総務省『家計調査報告』 、厚生労働省『毎月勤労統計調査』 、総務省『物価統計月報』 
注 1：恒常所得は世帯主収入の過去 3 年移動平均値を実質化し自然体数値をとっている。変動所得は、恒常所得と世帯主収入の差に
より求め、同じく実質化し自然体数値をとる。 
注 2：実質賃金(女性)、労働時間(女性)は、自然体数値を用いる。D1 は男女雇用機会均等法に伴うダミー、D2 はダミーを表す。 
注 3：括弧内はｔ値を示し、表中の*は 10％、**は 5％、***は 1％の水準で有意であることを示す。 
注 4：adjR2 は自由度調整済み決定係数、DW はダービン‐ワトソン統計量を表す。 
注 5：推定には季節ダミーが含まれるが、その推定結果はここでは省略している。   29




0.132 -0.303 0.118 * -0.342 0.804 * 0.097 ** 0.118 *** 0.774 *** 0.937
第1分位 [0.943] [-1.217] [2.089] [-0.969] [2.046] [2.584] [3.112] [17.982] 2.014
(弾性値） 0.111 -0.254 0.079 -0.287 0.676
-0.030 -0.251 0.059 -0.973 ** 1.427 *** 0.126 *** 0.118 *** 0.765 *** 0.934
第2分位 [-0.221] [-1.046] [1.114] [-2.044] [2.801] [3.542] [3.265] [15.246]1 . 8 7 3
(弾性値） -0.025 -0.207 0.039 -0.801 1.175
0.091 -0.113 0.026 -0.117 0.374 0.120 *** 0.095 *** 0.781 *** 0.912
第3分位 [0.682] [-0.472] [0.478] [-1.205] [1.237] [3.362] [2.660] [16.744] 2.082
(弾性値） 0.072 -0.090 0.017 -0.092 0.296
0.118 -0.118 0.075 -1.017 ** 1.916 *** 0.046 0.100 *** 0.762 *** 0.936
第4分位 [0.932] [-0.530] [1.538] [-2.440] [3.763] [1.403] [3.038] [14.982] 2.037
(弾性値） 0.088 -0.088 0.045 -0.756 1.424
0.191 * -0.583 *** 0.112 *** -0.444 0.748 * 0.056 ** 0.136 *** 0.729 *** 0.959
第5分位 [1.858] [-3.136] [3.083] [-1.326] [1.798] [2.164] [5.213] [14.106] 1.930




0.234 -0.166 0.110 ** -0.251 0.195 0.111 *** 0.056 0.690 *** 0.840
第1分位 [1.401] [-0.582] [2.087] [-0.665] [0.466] [2.913] [1.369] [14.101] 2.234
(弾性値） 0.185 -0.132 0.070 -0.199 0.155
-0.039 0.059 0.101 ** -0.454 1.035 ** 0.071 ** 0.099 *** 0.669 *** 0.885
第2分位 [-0.297] [0.258] [2.498] [-1.068] [2.319] [2.431] [3.205] [12.416] 2.017
(弾性値） -0.027 0.041 0.056 -0.316 0.721
0.066 0.093 0.038 -0.183 * 0.684 ** 0.071 ** 0.073 ** 0.578 *** 0.824
第3分位 [0.432] [0.373] [1.019] [-1.763] [2.364] [2.522] [2.300] [10.651] 2.162
(弾性値） 0.042 0.060 0.019 -0.117 0.439
-0.075 0.096 0.070 * -0.833 ** 1.554 *** 0.051 * 0.106 *** 0.740 *** 0.909
第4分位 [-0.677] [0.497] [1.768] [-2.324] [3.598] [1.813] [3.810] [14.491] 2.207
(弾性値） -0.043 0.055 0.032 -0.477 0.890
0.048 -0.503 *** 0.086 *** -0.562 ** 1.129 *** 0.044 * 0.110 *** 0.761 *** 0.964
第5分位 [0.571] [-3.242] [2.607] [-2.016] [3.270] [1.905] [4.891] [14.523] 2.086














均値） D1 D2 RHO
 
出所：総務省『家計調査報告』 、厚生労働省『毎月勤労統計調査』 、総務省『物価統計月報』 
注 1：相対所得は、全世帯の世帯主収入の平均値を当期から過去 3 期までの４ヶ月移動平均値を実質化し自然体数値をとっている。
世帯主収入についても、同様に世帯主収入の当期から過去 3 期までの４ヶ月移動平均値を実質化し自然体数値をとっている。  
注 2：実質賃金(女性)、労働時間(女性)は、自然体数値を用いる。D1 は男女雇用機会均等法に伴うダミー、D2 はダミーを表す。 
注 3：括弧内はｔ値を示し、表中の*は 10％、**は 5％、***は 1％の水準で有意であることを示す。 
注 4：adjR2 は自由度調整済み決定係数、DW はダービン‐ワトソン統計量を表す。 
注 5：推定には季節ダミーが含まれるが、その推定結果はここでは省略している。 
   30




0.097 -0.289 0.117 ** -0.285 0.873 *** 0.080 ** 0.116 *** 0.770 *** 0.938
第1分位 [0.703] [-1.180] [2.131] [-1.012] [3.284] [2.154] [3.126] [18.211] 2.025
(弾性値） 0.081 -0.243 0.079 -0.239 0.733
0.003 -0.240 0.069 -0.474 0.807 ** 0.120 *** 0.126 *** 0.778 *** 0.933
第2分位 [0.025] [-0.995] [1.256] [-1.310] [2.463] [3.244] [3.467] [15.323] 1.892
(弾性値） 0.003 -0.197 0.045 -0.390 0.664
0.114 -0.125 0.032 -0.087 0.192 0.125 *** 0.099 *** 0.790 *** 0.912
第3分位 [0.863] [-0.521] [0.559] [-0.945] [0.795] [3.425] [2.723] [17.015] 2.094
(弾性値） 0.090 -0.099 0.020 -0.069 0.152
0.162 -0.115 0.085 * -0.265 0.930 *** 0.042 0.104 *** 0.770 *** 0.935
第4分位 [1.302] [-0.514] [1.714] [-0.950] [3.391] [1.261] [3.110] [15.243] 2.032
(弾性値） 0.120 -0.086 0.050 -0.197 0.692
0.203 ** -0.580 *** 0.116 *** -0.169 0.404 * 0.051 ** 0.139 *** 0.728 *** 0.959
第5分位 [2.004] [-3.128] [3.237] [-0.798] [1.797] [1.967] [5.371] [14.284] 1.931




0.232 -0.166 0.110 ** -0.211 0.161 0.110 *** 0.056 0.691 *** 0.840
第1分位 [1.405] [-0.582] [2.096] [-0.669] [0.542] [2.861] [1.362] [14.231] 2.237
(弾性値） 0.184 -0.132 0.070 -0.168 0.127
-0.018 0.067 0.108 *** -0.154 0.657 ** 0.067 ** 0.105 *** 0.683 *** 0.885
第2分位 [-0.135] [0.293] [2.624] [-0.462] [2.272] [2.213] [3.381] [12.994] 2.047
(弾性値） -0.012 0.046 0.060 -0.107 0.458
0.101 0.073 0.050 -0.133 0.425 * 0.076 *** 0.081 ** 0.598 *** 0.823
第3分位 [0.668] [0.289] [1.314] [-1.346] [1.766] [2.573] [2.554] [11.226] 2.198
(弾性値） 0.064 0.047 0.025 -0.085 0.272
-0.029 0.104 0.080 ** -0.164 0.659 *** 0.048 * 0.112 *** 0.752 *** 0.908
第4分位 [-0.266] [0.532] [1.960] [-0.674] [2.807] [1.662] [3.933] [14.822] 2.224
(弾性値） -0.017 0.060 0.037 -0.094 0.377
0.077 -0.497 *** 0.094 *** -0.064 0.484 *** 0.041 * 0.113 *** 0.767 *** 0.963
第5分位 [0.923] [-3.187] [2.801] [-0.357] [2.579] [1.761] [5.058] [15.016] 2.094
(弾性値） 0.040 -0.257 0.039 -0.033 0.251
相対所得(第











得 D1 D2 RHO
 
出所：総務省『家計調査報告』 、厚生労働省『毎月勤労統計調査』 、総務省『物価統計月報』 
注 1：相対所得は、全世帯の世帯主収入の平均値を当期から過去 3 期までの４ヶ月移動平均値を実質化し自然体数値をとっている。
世帯主収入についても、同様に世帯主収入の当期から過去 3 期までの４ヶ月移動平均値を実質化し自然体数値をとっている。  
注 2：実質賃金(女性)、労働時間(女性)は、自然体数値を用いる。D1 は男女雇用機会均等法に伴うダミー、D2 はダミーを表す。 
注 3：括弧内はｔ値を示し、表中の*は 10％、**は 5％、***は 1％の水準で有意であることを示す。 
注 4：adjR2 は自由度調整済み決定係数、DW はダービン‐ワトソン統計量を表す。 
注 5：推定には季節ダミーが含まれるが、その推定結果はここでは省略している。 
 